
平成１９年度第１回朝日地域審議会 
 

◇日時：平成１９年５月３０日（水） 

                      午後３時～ 

◇会場：朝日庁舎４階「大会議室」 

 

 

《 次 第 》 
 

― 辞 令 交 付（新委員）― 

 

１．開    会 

 

 

２．会長あいさつ 

 

 

３．支所長あいさつ 

 

 

４．報    告 

 

（１）平成１９年度朝日庁舎組織機構について（資料１） 

 

（２）平成１９年度予算の概要について（資料２） 

 

（３）平成１９年度朝日庁舎主要事業について（資料３）  

 

 （４）その他 

 

５．そ の 他 

  鶴岡市総合計画策定に係る地域懇談会の設置について 

 

 

６．閉    会 



所属団体名等 氏  名 備  考

1  赤川白鳥を守る会会長 伊藤 三郎

2  朝日村商工会会長 伊藤 昭一

3  社会福祉法人　「ぶなの木会」理事長 伊藤 高喜

4  朝日村商工会青年部長 井上 正一

5  大鳥タキタロウ村組合組合長 大滝 貞吉

6  月山あさひ博物村支配人 今野 継子

7  民生児童委員協議会会長 斎藤 幸雄

8  元旧朝日村教育委員会教育委員 齋藤 清一

9  コーラス「ぶなの森」会員 佐藤 多喜子

10  あさひ村直売施設管理組合支配人 佐藤 照子 副会長

11  認定農業者 佐藤 久雄

12  朝日地域駐在員連絡協議会副会長 佐藤   正

13  朝日体育協会会長 佐藤 芳弥 会長

14  出羽庄内森林組合理事 進藤   進

15  鶴岡市シルバー人材センター理事 菅原 源志

16  旧南庄内合併協議会委員 田村 作美

17  庄内たがわ農業協同組合理事 宮崎 重美

18  認定農業者 渡部 一弘

19  旧南庄内合併協議会委員（鶴岡市農業委員） 渡部 長和

20  朝日地域駐在員連絡協議会副会長 渡部 力雄

朝日地域審議会委員名簿

＜任期：Ｈ18.2.1～Ｈ20.1.31＞



資料１
19.04.01

課　等 管理職名 担　当 職員数
（管理職員除く）

朝日庁舎 支所長

総務地域振興班
(選挙管理委員会分室)

 庶務・企画・地域振興 7

財政管財班
（会計課分室）

 財政・会計 3

コミュニテイ防災班  防災・コミュニティ 2

政策企画室 室長  地域振興計画策定等 1

税務班  課税・納税 6

市民国保年金班  市民・国保・年金 4

診療所  2診療所 2

健康福祉班  健康・福祉・保育 10

保育園  4保育園 18

農業振興班
(農業委員会分室)

 農政・農委 5

農山村振興班  農村整備・林政 4

商工観光班  商工・観光 2

建設環境課 課長  管理・建設・環境 7

学校教育班  学校教育 3

給食センター  あさひ給食センター 5

市立学校  4市立学校 2

社会教育体育班 8
 社会教育・公民館・スポーツ振興・大
鳥自然の家

担当業務等

課長教育課

課長産業課

課長

市民福祉課

税務市民主幹

課長

平成19年度朝日庁舎組織機構

総務課



  平成１９年度予算の概要について 資料２

平成１９年度一般会計及び特別会計予算額総括表（朝日庁舎 歳出ベース）

(単位：千円）

前年度当初予算額 前年度予算現計

との比較

当初予算額 補正予算額 予算現計 増 減 額 増減割合 増 減 額 増減割合

 国民健康保険特別会計

 診療施設勘定

 住宅用地造成事業

 特別会計

 産業団地造成事業

 特別会計

総　　　計 1,984,877 2,309,550 356,197 2,665,747 △324,673 △14.1 △680,870 △25.5

　

一般会計 △26.5

0 0.0 0 0.0140 140 0 140

△74 △0.7 △74 △0.79,926 10,000 0 10,000

77,883 55,252 20,042 75,294 22,631 41.0 2,589 3.4

2,580,313 △347,230 △15.5 △683,3852,244,158 336,155

との比較
本年度予算額

前 年 度 予 算 額

1,896,928



一般会計歳入歳出予算比較増減表

（歳　入） （単位：千円）

款　　　項 本年度予算額 歳入合計に 前年度予算現計との比較

当初予算額 補正予算額 予算現計 増減額 増減割合 対する割合 増減額 増減割合

１．市税 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(1) 村民税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(2) 固定資産税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(3) 軽自動車税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(4) 市町村たばこ税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(5) 特別土地保有税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(6) 入湯税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

２．地方譲与税 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(1) 所得譲与税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(1) 自動車重量譲与税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

　(2) 地方道路譲与税 #DIV/0! 0.0 #DIV/0!

３．利子割交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

４．配当割交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

５．株式等譲渡所得割交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

６．地方消費税交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

７．ゴルフ場利用税交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

８．自動車取得税交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

９．地方特例交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

10．地方交付税 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

11．交通安全対策特別交付金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

12．分担金及び負担金 24,110 25,332 282 25,614 △1,222 △4.8 4.7 △1,504 △5.9

　(1) 分担金 285 307 282 589 △22 △7.2 0.1 △304 △51.6

　(2) 負担金 23,825 25,025 0 25,025 △1,200 △4.8 4.7 △1,200 △4.8

13．使用料及び手数料 80,895 63,673 913 64,586 17,222 27.0 15.8 16,309 25.3

　(1) 使用料 77,589 56,902 913 57,815 20,687 36.4 15.2 19,774 34.2

　(2) 手数料 3,306 6,771 0 6,771 △3,465 △51.2 0.6 △3,465 △51.2

14．国庫支出金 9,060 29,526 101,496 131,022 △20,466 △69.3 1.8 △121,962 △93.1

　(1) 国庫負担金 4,842 1,730 14,493 16,223 3,112 179.9 0.9 △11,381 △70.2

　(2) 国庫補助金 1,274 24,856 87,003 111,859 △23,582 △94.9 0.2 △110,585 △98.9

　(3) 委託金 2,944 2,940 0 2,940 4 0.1 0.6 4 0.1

15．県支出金 137,965 155,713 27,363 183,076 △17,748 △11.4 27.0 △45,111 △24.6

　(1) 県負担金 4,355 865 0 865 3,490 403.5 0.9 3,490 403.5

　(2) 県補助金 132,070 153,131 27,363 180,494 △21,061 △13.8 25.8 △48,424 △26.8

　(3) 委託金 1,540 1,717 0 1,717 △177 △10.3 0.3 △177 △10.3

16．財産収入 3,422 1,899 0 1,899 1,523 80.2 0.7 1,523 80.2

　(1) 財産運用収入 3,422 1,899 0 1,899 1,523 80.2 0.7 1,523 80.2

　(2) 財産売払収入 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

17．寄付金 0 400 0 400 △400 △100.0 0.0 △400 △100.0

18．繰入金 43,332 97,444 △39,655 57,789 △54,112 △55.5 8.5 △14,457 △25.0

19．繰越金 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

20．諸収入 67,551 69,719 1,000 70,719 △2,168 △3.1 13.2 △3,168 △4.5

　(1) 延滞金加算金及び過料 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(2) 市預金利子 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(3) 貸付金元利収入 32,114 33,748 0 33,748 △1,634 △4.8 6.3 △1,634 △4.8

　(4) 受託事業収入 0 1,000 0 1,000 △1,000 △100.0 0.0 △1,000 △100.0

　(5) 雑入 35,437 34,971 1,000 35,971 466 1.3 6.9 △534 △1.5

21．市債 144,900 149,900 188,500 338,400 △5,000 △3.3 28.3 △193,500 △57.2

歳 入 合 計 511,235 593,606 279,899 873,505 △82,371 △13.9 100.0 △362,270 △41.5

前 年 度 予 算 額 前年度当初予算額との比較



（歳　出） （単位：千円）

款　　　項 本年度予算額 歳出合計に 前年度予算現計との比較

当初予算額 補正予算額 予算現計 増減額 増減割合 対する割合 増減額 増減割合

１．議会費 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

２．総務費 139,764 156,778 269,038 425,816 △17,014 △10.9 7.4 △286,052 △67.2

　(1) 総務管理費 133,541 149,130 269,038 418,168 △15,589 △10.5 7.0 △284,627 △68.1

　(2) 徴税費 5,866 6,252 6,252 △386 △6.2 0.3 △386 △6.2

　(3) 戸籍住民基本台帳費 357 1,396 1,396 △1,039 △74.4 0.0 △1,039 △74.4

　(4) 選挙費 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(5) 統計調査費 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(6) 監査委員費 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

３．民生費 135,051 135,776 135,776 △725 △0.5 7.1 △725 △0.5

　(1) 社会福祉費 74,126 73,805 73,805 321 0.4 3.9 321 0.4

　(2) 児童福祉費 60,925 61,971 61,971 △1,046 △1.7 3.2 △1,046 △1.7

　(3) 生活保護費 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

　(4) 災害救助費 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

４．衛生費 139,820 144,767 2,870 147,637 △12,317 △3.4 7.4 △12,317 △5.3

　(1) 保健衛生費 34,098 47,352 47,352 △13,254 △28.0 1.8 △13,254 △28.0

　(2) 清掃費 13,945 13,008 13,008 937 7.2 0.7 937 7.2

　(3) 上水道費 91,777 84,407 2,870 87,277 7,370 8.7 4.8 4,500 5.2

　(4) 病院費 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

５．労働費 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

６．農林水産業費 156,922 292,325 24,263 316,588 △135,403 △46.3 8.3 △159,666 △50.4

　(1) 農業費 133,103 252,353 24,263 276,616 △119,250 △47.3 7.0 △143,513 △51.9

　(2) 林業費 23,819 39,972 39,972 △16,153 △40.4 1.3 △16,153 △40.4

　(3) 水産業費 0 0 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

７．商工費 187,220 196,837 980 197,817 △9,617 △4.9 9.9 △10,597 △5.4

　(1) 商工費 187,220 196,837 980 197,817 △9,617 △4.9 9.9 △10,597 △5.4

８．土木費 219,326 396,158 6,550 402,708 △176,832 △44.6 11.5 △183,382 △45.5

　(1) 土木管理費 0 372 372 △372 △100.0 0.0 △372 △100.0

　(2) 道路橋梁費 208,620 248,516 6,550 255,066 △39,896 △16.1 11.0 △46,446 △18.2

　(3) 河川費 7,923 9,071 9,071 △1,148 △12.7 0.4 △1,148 △12.7

　(6) 公共下水道費 0 133,789 133,789 △133,789 △100.0 0.0 △133,789 △100.0

　(7) 住宅費 2,783 4,410 4,410 △1,627 △36.9 0.1 △1,627 △36.9

９．消防費 60,799 48,732 48,732 12,067 24.8 3.2 12,067 24.8

　(1) 消防費 60,799 48,732 48,732 12,067 24.8 3.2 12,067 24.8

10．教育費 225,682 253,369 2,484 255,853 △27,687 △10.9 11.9 △30,171 △11.8

　(1) 教育総務費 15,783 12,613 12,613 3,170 25.1 0.8 3,170 25.1

　(2) 小学校費 61,897 76,019 1,269 77,288 △14,122 △18.6 3.3 △15,391 △19.9

　(3) 中学校費 32,920 36,916 210 37,126 △3,996 △10.8 1.7 △4,206 △11.3

　(5) 社会教育費 46,332 63,004 152 63,156 △16,672 △26.5 2.4 △16,824 △26.6

　(6) 保健体育費 68,750 64,817 853 65,670 3,933 6.1 3.6 3,080 4.7

11．災害復旧費 4,394 1,526 29,970 31,496 2,868 187.9 0.2 △27,102 △86.0

　(1) 農林水産業災害復旧費 3,919 1,526 5,640 7,166 2,393 156.8 0.2 △3,247 △45.3

　(2) 公共土木施設災害復旧費 475 24,330 24,330 475 #DIV/0! 0.0 △23,855 △98.0

12．公債費 627,950 617,890 617,890 10,060 1.6 33.1 10,060 1.6

13．予備費 0 #DIV/0! 0.0 0 #DIV/0!

歳 出 合 計 1,896,928 2,244,158 336,155 2,580,313 △354,600 △15.5 100.0 △687,885 △26.5

前 年 度 予 算 額 前年度当初予算額との比較



資料３

※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名）

事　業　名 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

499,176 138,834 143,900 44,417 172,025

2-1-5-11 (市有財産管理事業）

※南出張所土蔵解体工事 1,036 1,036

2-1-7-40 (イベント推進事業）

イベント推進事業交付金 3,600 3,600

2-1-7-62(高度情報通信基盤施設整備
事業）

携帯電話不感地帯解消促進事業補助
金

9,200 4,000 1,200 4,000

2-1-7-85(構造改革特区、地域再生計
画推進事業）

地域再生村づくり事業委託 760 760

2-1-7-90(高度情報通信基盤施設管理
事業）

光通信事業管理経費 48,471 39,981 8,490

2-1-12-10(自治組織等運営活動対策
事業）

行政交付金 4,018 4,018

3-1-2-16（身体障害者福祉費）

障害者社会参加促進事業 318 318

3-1-5-20（高齢者長寿祝賀事業）

敬老会事業 3,205 3,205

3-1-5-39（老人福祉費）

高齢者生活福祉センター運営事業 5,300 10 5,290

3-1-5-42（老人福祉費）

高齢者いきいきはつらつ創造事業 647 647

3-1-5-180(生きがい活動支援通所事
業）

いきいきデイサービス事業 5,866 5,866

3-2-1-56（放課後児童対策事業）

放課後児童対策事業 2,245 235 544 1,466

3-2-1-74（児童福祉総務費）

児童発達相談事業 533 533

4-1-1-11（乳幼児健康診査・健康教
育事業）

乳幼児健康診査、プチママ・はあと
教室、育児相談等

834 834

4-1-3-16(健康診査事業）

各種健康診査事業 12,851 4,282 8,569

4-1-3-17（総合健康診査事業）

総合健康診査事業 17,069 5,346 11,723

4-2-2-10（塵芥収集事業）

一般廃棄物集積所整備補助金 225 225

4-2-2-11（ごみ減量リサイクル推進
事業）

資源回収拠点施設設置事業 99 99

6-1-3-170（集落営農育成・確保緊急
整備支援）

集落営農育成・確保緊急整備支援事
業補助金

一般会計

19

16

15

17

18

5

6

8

9

7

1

2

3

4

湯殿山・仙人沢地区携帯電話設備整備補助金

大鳥タキタロウ村に委託

　1戸につき2,000円交付、さらに自主防災組
織結成集落に1戸につき1,000円交付

 長い人生を歩んでこられた高齢者に対し、
その御労苦をねぎらい長寿をお祝いする。

　共働きなどによって放課後等に保護者が家
庭にいない児童を対象に学童保育の実施。

　言語面での発達に問題のある幼児を対象に
専門講師の指導の下に言葉の教室を開催。

　（事業主体 集落営農組織3団体）集落営農
組織が導入する大型農業用機械購入等補助金
（本所予算 20,150)

朝日庁舎管内加入者375戸
櫛引庁舎管内加入者250戸

　人間ドック実施により、疾病の早期発見、
生活習慣病の予防対策を図る。
（受診枠の制限なし）

平成１９年度　朝日庁舎主要事業

財　　源　　内　　訳
事　業　内　容

タキタロウまつり、月山ワインまつり、あさ
ひ産業文化まつり、庄内あさひ新そばまつ
り、雪とぴあ

土蔵解体及び整地工事

 身障者の社会参加促進を図るため、電動三
輪車購入申請者に対し、15万円を上限に助成
する。

 基本健診、呼吸器検診、胃、大腸、子宮、
乳がん、歯周疾患検診受診率の向上

　在宅での生活が困難な一人暮らし等高齢者
に対して、一定期間居住を提供する。

　介護保険サービスの対象にならないひとり
暮らし老人等を対象にひきこもり及び介護予
防のための「いきいきデイサービス」を提供
する。

ごみステーション設置補助金
（新設又は更新経費の１/２補助、
上限75,000円を限度）

公共施設を利用した資源リサイクルステー
ション２箇所設置・通年月２回開設（シル
バー人材センターに管理業務委託）

10
  地域内の住民が一同に会し、表彰行事、ア
トラクション等を行い、住民一人ひとりが福
祉の輪を広げ、明るい家庭と住みよい地域社
会作りを目指す。

  乳幼児が健やかに生まれ育つ環境づくり、
安心して子育てできる環境づくりを支援する
ため事業を実施する。要支援家庭には積極的
にかかわり育児不安の軽減と虐待防止に努め
る

14

11

12

13



資料３

※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名）

事　業　名 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

平成１９年度　朝日庁舎主要事業

財　　源　　内　　訳
事　業　内　容

6-1-4-110(土づくり推進事業） 堆肥購入補助

環境保全型農業推進事業費補助金 250 250 1ｔ当たり2,000円上限

6-1-4-120（水田農業構造改革対策事
業）

園芸振興作物生産拡大支援事業 4,929 750 4,179

6-1-4-150（農業生産一般支援事業） ※ 猿対策調査研究事業業務委託

農作物鳥獣被害防止対策事業 471 471 被害防止対策器具購入補助金

6-1-4-150（農業生産一般支援事業）

融雪遅延対策事業 1,908 1,908

6-1-4-170（良質米生産推進事業）

米の安全品質管理対策事業 1,943 971 972

6-1-4-200（地産地消推進事業） あさひ産そば消費推進印刷代

地産地消推進事業 820 820 地産地消推進事業業務委託料

6-1-5-510（地域農業振興事業） ※ 園芸振興作物栽培拡大支援等指導員設置事業

地域農業振興事業 4,594 4,594
地場産業振興施設管理委託料　・雪室施設管
理委託料　・墨田区都市交流事業

6-1-5-10（中山間地域等直接支払交
付金事業）

本所予算

中山間地域等直接支払交付金 （各集落協定への交付金・・30集落協定)

6-1-6-120（放牧場運営対策事業） 本所予算

大網放牧場支援事業 （大網放牧場運営費補助)

6-1-6-140（優良種導入支援事業） 優良繁殖牛拡大事業費補助金

優良繁殖牛生産拡大支援事業 241 241 人工授精事業技術料の30％　90頭

6-1-7-11（農道等補修整備事業）

農道敷砂利事業 800 800

6-1-7-24（市単独土地改良事業）

市単独土地改良事業 2,000 2,000

6-1-7-68（むらづくり交付金事業）

朝日南部むらづくり交付金事業 106,856 64,360 41,600 896

6-1-7-70（水利施設等管理事業）

新農業水利システム保全対策事業 1,250 1,250

6-1-7(中山間地域及び漁村の地域づ
くり事業)

本所予算

中山間地域活性化地域づくり補助金 (中山間地域活性化地域づくり補助金・・大平）

6-2-2-12（林道維持管理事業）

ふるさと林道緊急整備事業 9,600 8,600 1,000

6-2-2-12（林道維持管理事業）

林道敷砂利 1,000 1,000

6-2-2-12（林道維持管理事業）

林道路面整備事業 1,900 380 1,520

6-2-2-18（林業振興対策事業）

特用林産物振興事業費補助金 300 300

6-2-2-19（鳥獣保護及び駆除事業） 本所予算

鳥獣害保護及び駆除事業 有害鳥獣捕獲委託料

6-2-2-26（間伐実施推進事業） 本所予算  100ha (朝日庁舎  7ha）

間伐実施推進事業補助金 高齢級（8齢級以上）の人工林間伐対象

土壌改良資材購入と安全品質管理対策業務委
託

農道除雪委託料
苗代除雪補助金

23

24

25

林道花戸線舗装工事　 L=220m
(起債対象事業)

38 原木なめこ普及拡大のための種菌購入補助金

39

40

林道維持用材料支給

林道の急傾斜、急カーブの防塵舗装

集落管理農道維持用材料支給

33

34

五福田用水路改修工事補助金
(ゲート３基、沈砂池１基設置)

農業集落道整備(４路線)
農道整備(１路線）
防火水槽(４基)

32

37

35

36

21

22

31

30

29

28

20

26

27

市単独土地改良事業補助金

・ハウス補助（２棟）
・園芸作物産地化推進支援事業費補助
・産地づくり対策支援事業補助



資料３

※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名）

事　業　名 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

平成１９年度　朝日庁舎主要事業

財　　源　　内　　訳
事　業　内　容

6-2-2-43（森林病害虫等防除事業）

森林病害虫等防除事業業務委託

6-2-5-11（市有林整備事業） 本所予算

市有林整備事業 （朝日庁舎分  間伐・枝打  10.34ha)

6-2-5-12（緑資源機構分収造林事業) 本所予算

緑資源機構分収造林保育事業 （朝日庁舎分  除伐  1.00ha)

6-2-6-31（作業道整備事業）

作業道開設事業費補助金

6-2-6-33（林業基盤整備事業）

林道本郷松沢線開設事業 6,265 6,265

7-1-2-11 (商業一般振興事業) 経営改善普及事業指導事業

商工経営指導事業 5,600 5,600 経営改善普及事業指導員設置

7-1-3-10 (物産宣伝開発事業)

特産品開発事業 950 950

7-1-4-10 (観光一般事業)

観光情報提供事業 599 599

7-1-4-10 (観光一般事業)

※田麦俣中台駐車場管理事業 5,379 5,379

7-1-4-10 (観光一般事業)

※大鳥避難小屋トイレ改修事業 38,350 32,000 6,350

7-1-4-10 (観光一般事業)

あさひむら観光協会負担金 4,598 4,598

7-1-4-10 (観光一般事業)

六十里越街道広域連携事業 200 200

7-1-4-10 (観光一般事業)

※六十里越街道活用事業補助金 700 700

7-1-5-81（月山あさひ博物村管理運
営事業）

月山あさひ博物村管理運営委託 29,500 29,500

7-1-5-84（家族キャンプ村管理運営
事業）

月山あさひｻﾝﾁｭｱﾊﾟｰｸ管理事業 4,774 2,302 2,472

8-2-3-30（道路新設改良事業）

克雪対策小規模市道改良舗装事業 10,200 9,500 700

8-2-3-57（克雪対策生活道整備事
業）

克雪対策生活道整備支援事業補助金 1,500 1,500

8-2-7-30（道路公共事業）

市道改良舗装事業 60,213 57,500 2,713

8-7-3-20（克雪タウン計画促進事
業）

克雪住宅整備支援事業補助金 2,000 800 1,200

9-1-3-40(消防施設新営改良事業）

耐震性貯水槽新設工事 37,000 13,090 23,900 10

9-1-3-40 (消防施設新営改良事業）

※小型動力ポンプ購入 2,800 2,800 0

10-1-2-11（事務局一般経理事業）

高等学校等生徒学費補助金 1,000 1,000

ｵｰﾄｷｬﾝﾌﾟ場管理のための各種業務委託料

54

55

山形県及び西川町との連携事業に対する負担
金

㈱月山あさひ博物村に管理運営委託

51

52

53

48

49

45

46

47

43

41
本所予算
（カシノナガキクイムシ駆除)
（伐倒破砕・薬剤注入）

59

60

61

62

56

57

58

44

50

42

大鳥避難小屋トイレ改修工事
土壌処理型（処理能力150人）
（電源立地地域対策交付金事業）

支障木伐採・用地測量業務・立木補償費
土地購入費等（開設工事は県代行工事で実
施）

特産品開発協議会(SPD）に委託

六十里越街道ﾄﾚｯｷﾝｸﾞ及び関連ｲﾍﾞﾝﾄの開催に
対する補助金

 18年度より、観光協会の事務局を商工会に
置く。

土、日、祭日における観光情報提供業務委託

委託事業

５基

通学費相当額の40%を補助

大針仲屋敷線L=164ｍ、立岩3号線L=100ｍ
（工事費、測試、用地、補償費）
大網越中山線（測量設計）

耐雪・融雪・落雪型等　補助上限：500

舗装、機械購入等　補助上限：500

更新２台

本所予算（事業主体 森林組合等）
５路線（内朝日庁舎3路線）

３路線　延長：115ｍ、幅員：5ｍ
工事費、測量試験費



資料３

※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名）

事　業　名 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

平成１９年度　朝日庁舎主要事業

財　　源　　内　　訳
事　業　内　容

10-1-2-79（学校教育支援充実事業）

学校特別支援事業 7,837 7,837

10-1-3-11（教職員研修事業）

特別支援教育事業 300 300

10-2-3-77 (大網小学校屋根改修事
業）

※大網小学校屋体屋根改修工事 9,920 9,000 920

10-3-2-53（外国語教育振興事業)

外国語指導助手（ＡＬＴ）配置事業 3,962 3,962

10-5-1-45（青少年教育総務事業）

都市農村交流事業 427 427

10-5-2-11（市民学習促進事業）

高齢者福祉大学 657 657

10-5-3-19 (朝日分館管理運営事業)

図書整備事業

10-5-4-12 (芸術文化振興事業）

芸術文化振興事業 1,123 1,123

10-5-4-12 (芸術文化振興事業）

中学生感性教育講演会 400 400

10-5-6-14（公民館類似施設育成事
業）

公民館類似施設整備事業 1,300 1,300

10-6-1-10（保健体育総務事業）

スキー振興事業《施設利用事業》 1,913 1,913

10-6-2-290(朝日大泉住民ﾌﾟｰﾙ改修事
業）

※朝日大泉住民プール改修事業 4,570 4,000 570

2,589 0 0 1,294 1,295

1-1-1-001(一般管理費）

※国保会計システム更新事業 2,589 1,294 1,295

27,281 7,700 13,600 3,400 2,581

2-1-1-01(朝日浄化槽事業費）

合併浄化槽施設整備事業 24,800 7,700 13,600 3,400 100

2-1-1-01(朝日浄化槽事業費）

排水路施設整備事業 2,481 2,481

39,487 12,077 24,000 0 3,410

1-1-1　(建設改良事業）

水道施設改良事業 39,487 12,077 24,000 3,410

262,734 86,911 173,800 0 2,023

2-1-5 (公用自動車整備事業）

※公用車購入費 0

2-1-7-62(高度情報通信基盤施設整備
事業）

※ CATV放送施設整備事業 262,734 86,911 173,800 2,023

9-1-3　(消防施設等整備事業）

消防ポンプ積載車購入 0

国保診療所特別会計

浄化槽事業特別会計

水道事業会計

18年度繰越明許費（一般会計）

81

82

75

76

77

78

79

80

71

72

73

74

67

68

69

70

63

64

65

66

朝日育英奨学基金貸付事業 運用基金として実施　

合唱・器楽・演劇のうちH19は器楽公演
小中学生､一般の鑑賞

　中学生を対象にした､人生の指針となるよ
うな講演会の開催

集落公民館改修に対する補助
(大針下公民館、50％補助)

湯殿山スキー場の利用者の負担軽減

・講話(一般科目)・専門科目（6科目）
・視察研修・冬期出前講座

個別支援計画及び指導計画の策定
（朝日ブロック研修所交付金に算入)

体育館屋根仕上げ改修工事
（電源立地地域対策交付金事業）

１台（本所予算：合併補助金事業）
2,888

英語指導助手の配置（１名）

プールサイドの改修工事
（電源立地地域対策交付金事業）

１台（本所予算：合併補助金事業）
公民館配車　1,527

合併処理浄化槽の設置（２０基）
補助事業　23,100
単独事業　1,700

生活排水路の整備（大針）

東端配水管橋梁添架事業（補助事業）
大網配水池フェンス修繕事業（単独事業）

墨田区と朝日地域児童との交流事業
都市農村交流「父母の会」への委託事業

医事会計システムコンピューター機器の整備
（大網診療所)

朝日分館図書購入事業（本所予算　830)

センター設備、光変換装置、戸別引き込み

学校教育支援員の配置
(大網小1名､朝日小2名、新規１名)



資料３

※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名）

事　業　名 事業費 国県支出金 地方債 その他 一般財源

平成１９年度　朝日庁舎主要事業

財　　源　　内　　訳
事　業　内　容

9-1-3　(消防施設等整備事業）

消防ポンプ積載車格納庫新設 0

10-1-2　(学校施設整備事業）

※朝日小学校耐震補強事業 0

10-1-2　(学校施設整備事業）

※朝日大泉小学校耐震補強事業 0

10-1-2　(学校施設整備事業）

※朝日中学校屋根修繕事業 0

85

86

83

84

漏水対策
（本所予算：合併補助金事業）　　3,000

実施設計及び調査費
（本所予算：合併補助金事業）　　3,320

体育館及び校舎の一部
（本所予算：合併補助金事業）　　17,280

１棟（本所予算：合併補助金事業）
4,325



○ 鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝 

日村及び西田川郡温海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置 

平成 17 年 1 月 17 日 

／鶴岡市告示第 10 号／藤島町告示第 4 号／羽黒町告示第 21 号／櫛引町告示 

第 5 号／朝日村告示第 4 号／温海町告示第 3 号／ 

平成 17 年 10 月 1 日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡市

を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律(昭和 40 年法律第

6 号)第 5 条の 4 第 1 項の規定に基づく地域審議会の設置を、次のとおり(鶴

岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝日村、西田川郡温

海町)と協議して定めた。 

鶴岡市長 富塚陽一 

藤島町長 阿部昇司 

羽黒町長 中村博信 

櫛引町長 難波玉記 

朝日村長 佐藤征勝 

温海町長 佐藤正明 

鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝日村 

及び西田川郡温海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置に関する 

協議書 

平成 17 年 10 月 1 日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡市

を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律(昭和 40 年法律第

6 号。以下「合併特例法」という。)第 5 条の 4 第 1 項の規定に基づく地域

審議会の設置について、同条第 2 項の規定により下記のとおり定めるものと

する。 

記 

(設置) 

第 1 条 合併特例法第 5 条の 4 第 1 項の規定により、次の各号に掲げる区域

を対象にして、当該各号に定める地域審議会(以下「審議会」という。)を

置く。 

(1) 合併前の鶴岡市の区域 鶴岡地域審議会 

(2) 合併前の東田川郡藤島町の区域 藤島地域審議会 

(3) 合併前の東田川郡羽黒町の区域 羽黒地域審議会 



(4) 合併前の東田川郡櫛引町の区域 櫛引地域審議会 

(5) 合併前の東田川郡朝日村の区域 朝日地域審議会 

(6) 合併前の西田川郡温海町の区域 温海地域審議会 

(設置期間) 

第 2 条 審議会の設置期間は、平成 17 年 10 月 1 日から平成 27 年 3 月 31

日までとする。 

(所掌事務) 

第 3 条 審議会は、合併に係る次に掲げる事項について、市長の諮問に応じ

て審議し、答申するものとする。 

(1) 新市建設計画の変更に関する事項 

(2) 新市建設計画の執行状況に関する事項 

(3) その他市長が必要と認める事項 

2 審議会は、必要と認める事項について、市長に意見を述べることができ

る。 

(組織) 

第 4 条 審議会は、第 1 条の区域(以下「区域」という。)ごとに委員 20 人

以内で組織する。 

2 委員は、区域に住所を有する者で次の各号に掲げるもののうちから、市

長が任命する。 

(1) 公共的団体等を代表する者 

(2) 学識経験者 

(任期及び失職) 

第 5 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員の再任は、妨げないものとする。 

3 委員は、区域に住所を有しなくなったときは、その職を失う。 

(会長及び副会長) 

第 6 条 審議会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選によって定める。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第 7 条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 



3 会議の議長は、会長が務める。 

4 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

5 会議は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求めるこ

とができる。 

6 会議は、公開とする。ただし、議長が必要と認めるときは、会議に諮っ

た上公開しないことができる。 

(庶務) 

第 8 条 審議会の庶務は、新たに設置される鶴岡市の区域ごとの担当部署に

おいて処理する。 

(委任) 

第 9 条 この協議に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この協議は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。 

平成 17 年 1 月 17 日 

鶴岡市長 富塚陽一 

藤島町長 阿部昇司 

羽黒町長 中村博信 

櫛引町長 難波玉記 

朝日村長 佐藤征勝 

温海町長 佐藤正明 
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《活 動 目 的》 
   地域特性や固有の資源を活用した将来への指針や政策課題の検討を行い、 

中長期的なプロジェクトの策定に取組む 

 

《平成 18 年度の活動経過》 
（１）取り組み方針 

     行政の内部討議を中心に展開 

（２）具体的な取り組み 

(1) 地域実態の把握 

・ 統計資料、担当課保有の資料、JA 等関係機関資料の収集、分析 

・ 庁内ワーキンググループによる現状と課題の整理 

・ 課長会議等庁内での意見交換 

・ 集落カードの作成 （統計資料による） 

(2) 資源の掘り起こし 

〇 山間集落の将来像 

          「豊かな自然とともに、元気で生きがいのある生活」ができる地域 

 ―― 山に関わった暮らしの実現 

〇 地域づくり実現のための手段として 

⇒有り余るほど豊富な「山と雪を基本」とした政策の展開 

重点目標：過疎対策   重点課題：雪、山 
 

〇  テーマを絞り込んだ調査 

＊ 克雪、利雪、親雪   ・ 朝日地域の実態把握 

・ 利雪の情報収集 

                              ・ 流雪溝の情報収集 

     ＊ 森林の保全、活用   ・ 森林体験プログラムの検討 

                 ・ 関係課によるプロジェクトチームの編

成、協議 

                 ・アドバイザーによる指導 

  (3) 期待できる活用方策 

    〇 広大な自然、森林    

・  産業面（農林業、観光） ・ 教育面 ・ 健康福祉面  

・  環境保全面 ・ 防災面   など全庁的 

    〇 豊富な雪 ―― 克雪なくして暮らせない 

     ・ 冷熱源    ・ 観光  ・ 農林業 ・ 環境保全 

 

(4) これからの方向性 

〇 当  面（5年間くらい） 

⇒ 交流人口拡大の実践を試み、その道筋を見極める 

    ① 既存組織の活動を支援 ――― アルゴディア研究会 

大鳥タキタロウ村 

                     第三セクター    

産直 “グー” など 

② 既存の事業の支援、拡充 



  ・ 六十里越街道のトレッキング（アルゴディア研究会、あさひむら

観光協会、第三セクター、沿線旅館単独で主催) 

      ・ 大鳥自然の家の森林体験プロジェクトの拡大    

③ 地域リーダーの育成 

④ 新たな農林産物の生産、販売への取組み（木材、薪炭、ペレット、 

特用林産物など） 

⑤ 団塊の世代の受け入れ基盤の確立 

   自然体験のガイド、農林業体験、森林セラピー、田舎ぐらし 

⑥ 豊富な雪の活用の調査･研究 

     特異な農産物、エネルギー、イベントへの活用 

〇 期待できる波及効果 

    ＊ 既存組織の育成  

⇒     ・ 山間集落に交流人口が拡大し、産業と地域活動に新たな刺

激を与える 

・ 既存組織の中からリーダー誕生の機会 

・ 既存組織をモデルに、活成化に向けた新たな取り組みをし

ようとする機運が高まる 

・ 歴史、伝統、文化遺産、郷土芸能などとの連携したメニュ

ー、土産物の販売、宿泊者の拡大、地元農林産物の消費拡

大、産直施設の利用の拡大など関係する分野の発展の可能

性 

＊ 森林体験プロジェクトの拡大 

  ⇒    ・ 子どもたちの自然教育の場、自然保護意識、ふるさと回帰

意識、愛郷心、動植物への理解、生き方の実践、セラピー効

果 

 

〇 地域の広報、ＰＲ活動 ―― 常態的 

＊ イベントの継続   ・物産販売  ・地域のＰＲ 

 

(5) 地域の課題 

〇 森 林 の 活 用 

・ 森林体験プロジェクトの候補地の選定、整備計画の策定 

・ 森林特性の把握、活用のゾーニング 

・ 森林体験プロジェクトの導入、実証 

・ セラピーの効果の調査、研究 

・ 木材の消費拡大（公共施設の木造化、廉価な克雪住宅の研究、薪  

炭･ペレットなどの新たな用途の研究） 

・ 森林保全計画の作成 

・ 特用林産物の取り組み、実験・実証 

・ 関係機関の連携             など 

   

〇 雪 の 活 用 

      ・  雪資源活用の研究、導入実験 

・ 生活環境の整備（雪の克服、流雪溝の整備） など 



    

〇 定住者の受入れ態勢 

        ・ 住宅の確保   ・ 農地の確保 ・ 支援制度 

   〇  リーダーの育成 

    〇 組織の支援 

   〇 情報の提供 

 

(6) 地域課題への対処方針 

  〇 中長期的地域振興ビジョンの策定 

      現状の調査・分析 

  〇 地域振興対策事業の活用 

      過疎法など、補助事業の活用 

 

《平成 19 年度の主な事業》 

      
（１） 取り組みの方針 

    住民意向を踏まえた取り組み 

    
（２）具体的な取り組み 

(1) 地域資源の掘り起こし 

        ① 集落意向調査の実施 ―― 40 集落の半分くらいの協力 

      ② 資料収集・調査・分析 
  (2) 森林体験プロジェクトへの取り組み 

① 候補地の現地調査 ―― 現地案内の協力 
        ② 試行導入・検証 

   (3) 雪の利活用の調査検討 

        冷熱エネルギーの研究 

        廃用トンネル活用の検討 ―― 先進地研修 

 

 （３）地域振興懇談会の開催 

 

     合併後 1年半が経過しているが、合併後、「市長と語る会」以外は地域 

市民との対話の機会がない状態であります。 

     旧朝日村時代には、毎年、三役及び管理職員の一部が交代で全集落に 

出向き、その年度の重点施策や特定プロジェクトについて啓発を兼ねて説 

明を行い、意見をお聞きする集落座談会を行ってまいりました。 

   今年度は、ケーブルテレビの加入促進という課題や、政策企画室の調査

活動もあり、多くの朝日地域市民にご理解とご協力をお願いしなければな

りません。 

   そこで、朝日地域の旧来の地区（8地区）を基本に、平成 19 年度の市予

算と朝日庁舎の主要事業・課題となっている事項等を、説明してご意見を

伺うとともに、地区において課題となっていることをお聴きする場として、

『地域振興懇談会』を開催したいと考えております。 



    なお、日程等詳細については、自治会長さんと連絡を取りながら進めて

まいります。 

 

      《８地区》   大 鳥 

             大 泉 

             大 針 

             本 郷 

             熊 出 

             東岩本 

             名 川 

             大 網 

      《出席者》  地区内の全住民を対象 

             支所長以下管理職全員（毎回） 

      《開催時期》  5 月上旬～6月下旬の夜間（週 1日のペース） 




